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安倍政権が推進する「地方創生」政策

では、地方へのアベノミクスの浸透（ロ

ーカル・アベノミクス）に向けて、地域

資源を組み合わせた観光地域づくりの推

進など様々な施策を推進することにより、

東京一極集中を是正し、地方において「し

ごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「し

ごと」を呼び込むような好循環を創り出

そうとしている。 

そこで、以下では「しごと」の観点か

ら求人倍率に注目し、地域別に労働市場

の現状を確認するとともに先行きを展望

してみたい。 

求人倍率はどの地域でも上昇 

全国平均の有効求人倍率（季節調整値）

は、リーマン・ショック後の 09年 8月に

0.42倍と統計開始以来の最低水準に悪化

した後に上昇に転じ、13 年 11 月には 1

倍を超え、直近では 1.28倍とバブル期に

迫る水準まで回復している。これは 09年

08月を底に求職者が減少に転じるととも

に求人が増加したことによるものであり、

足元の有効求人数は 6 ヶ月連続で過去最

高水準となる月間 240 万人台（09 年 08

月に比べ 1.9 倍）に乗せるなど改善傾向

が強まっている。 

有効求人倍率を地域別にみると、東京

（1.88 倍）が突出して高い一方、全国平

均を下回る道府県は 3 分の 2 近くあり、

かつ 1 倍に満たない県も埼玉、鹿児島、

沖縄と 3 県あるが、今回の回復局面では

どの地域もおしなべて上昇傾向をたどっ

ている。有効求人倍率が 1 倍を超えた過

去 2 回の期間（1988 年 6 月～92 年 9 月、

05年 12月～07年 10月）では、群馬・長

野など北関東・甲信地方のほか、富山・

石川などの北陸地方、愛知を中心とした

東海地方、滋賀・大阪など近畿地方が高

水準を示す一方、北海道や東北、九州地

方は低水準にとどまり、最大値と最小値

との差が拡大したが、今回はそうした傾

向はみられず、総じて求人倍率が底上げ

されているのが特徴である。 

この理由としては、かつて高い求人倍

率を示した地域に集中していた生産拠点

が 11～12 年にかけての円高進行を受け

海外にシフトした影響のほか、サービス

業の求人が増え、かつパートタイマーな

ど非正規での求人が増加した一方、08年

をピークに総人口が減少局面入り

したこともあり、求職者の減少が

強まったことなど、産業や人口構

造の変化による影響が大きいと思

われる。 

地域別には様々な動き 

有効求人倍率が全国平均を上回

っている地域では、どのような業

種の求人が多いのか、特徴的な地
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域の動きを見てみよう。 

東北地方は、今回の回復

局面で有効求人の増加幅

が最も拡大（09 年に比べ

15 年は 2.2 倍）した地域

だが、主因は復興需要と

いえる。宮城・福島では

東日本大震災後に建設業、

運輸・郵便業、卸売・小

売業の新規求人が前年比 3～5 割ほど急

増し、その後も復旧・復興事業の進展に

伴い高水準で推移している。ただし、建

設業（福島は除染作業が多くを占める）

については、工事の進捗や予算の執行状

況などから鈍化傾向にある。一方、医療・

福祉は、少子高齢化の進行で求人が増え

ている。 

北陸地方は、新幹線開通（15 年 3 月）

による影響がみられ、石川・富山では、

運輸・郵便業、宿泊・飲食サービス業、

卸売・小売業などの新規求人が増加して

いる。ただし、北陸地方はもともと有効

求人倍率が高い地域であり、新幹線開通

が 23 年とまだ先の福井は直近の有効求

人倍率が 1.64 と全国 3 位となっている。

福井は眼鏡や繊維など労働集約型の製造

業が盛んな地域であり、男女を問わず安

定的に求人があることが反映されている。 

東海地方、なかでも有効求人倍率が

1.70 と全国 2 位の岐阜は、介護など医

療・福祉のほか、卸売・小売業、宿泊・

飲食サービス業、運輸・郵便業などの新

規求人が増えている。このうち、宿泊・

飲食サービス業、運輸・郵便業について

は、世界遺産である白川郷・五箇山の合

掌造り集落（岐阜・富山、95年登録）が

外国人観光客に人気があり、最近では北

陸新幹線や富士山（山梨・静岡、13年に

世界遺産登録）との間を結ぶバス便が整

備されるなどの影響により好調となって

いる。 

一方、東京では、全国展開する企業が

中心となり、労働需給が先行きひっ迫す

ることを見越して人員確保に動いている

影響から、宿泊・飲食サービス業、医療・

福祉、卸売・小売業などの新規求人が増

えている。 

 

当面は建設業や宿泊業に注目 

以上のとおり、有効求人倍率の水準だ

けに限れば、労働市場の回復は東京だけ

でなく地方にまで着実に広がりつつある

ように見える。 

ただし、短期的には政府による東日本

大震災の集中復興期間（11～15 年度の 5

年間）が 16 年 3 月で終了するのに伴い、

東北地方において建設業の求人が減少す

る可能性が高いほか、16年初以降は円高

気味となっていることから訪日外国人旅

行者の伸びが鈍化し、宿泊などの関連業

種が影響を受ける可能性もあり、注意が

必要だろう。 

また、長期的には、地方版総合戦略の

実施が本格化するなか、地方において若

年層中心に安定した雇用が創出され、地

方への転出増加につながるのか、注目さ

れる。 
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図表2 地域別有効求人倍率（16年1月）
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